
 

 

 

 

 

 

 

（22）消防関係事業の取扱いについて
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







警防拠点整備事務事業





































































































 

 

 

 

 

 

 

（23）一部事務組合等の取扱いについて
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　　（様式１） 　　　事　務　事　業　現　況　調　書　　総　括　表

(23)　一部事務組合等の取扱い 企画専門部会

番号 事　　務　　事　　業　　名 鹿児吉田桜島松元郡山区分 経過 番号 事　　務　　事　　業　　名 鹿児吉田桜島松元郡山区分 経過

1 消防業務 × ○ × ○ ○ Ｃ 21

2 介護保険業務 × × × ○ ○ Ｃ 22

3 ごみ処理業務 × ○ × ○ ○ Ｃ 23

4 斎場の管理・運営業務 × ○ × × × Ｃ 24

5 し尿処理業務 × ○ × × × Ｃ 25

6 26

7 27

8 28

9 29

10 30

11 31

12 32

13 33

14 34

15 35

16 36

17 37

18 38

19 39

20 40

（注１）該当する事務事業を実施している市町には○印、実施していない場合は×印を表示。

（注２）区分欄には調整方針（案）の区分を表示。（Ａ：現行どおり、Ｂ：一元化、Ｃ：廃止）

（注３）経過欄には調整方針（案）で経過措置を講じることとした場合に△印を表示。

【健康福祉専門部会】

【消防専門部会】

【環境専門部会】

【環境専門部会】

【環境専門部会】

(23) - 1



（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）

(23)　一部事務組合等の取扱い 企画専門部会

現　　　　　　　　　　況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
1 消防業務 該当なし。 姶良郡西部消防組合に加入し、実施している。

・構成市町村
　吉田町　加治木町　姶良町
　蒲生町　溝辺町

該当なし。

2 介護保険業務 該当なし。 該当なし。
(介護認定審査会の審査判定業務を鹿児島市に委
託。）

該当なし。
（吉田町に同じ。）

3 ごみ処理業務 該当なし。 姶良郡西部衛生処理組合に加入し、実施してい
る。

・構成市町村
　吉田町　加治木町　姶良町
　蒲生町　溝辺町

該当なし。

4 斎場の管理・運営業務 該当なし。 姶良郡西部衛生処理組合に加入し、実施してい
る。

・構成市町村
　吉田町　加治木町　姶良町
　蒲生町　溝辺町

該当なし。

5 し尿処理業務 該当なし。 姶良郡西部衛生処理組合に加入し、実施してい
る。

・構成町
　吉田町　加治木町　姶良町
　蒲生町　溝辺町

該当なし。

項　　　　　目

(23) － 2



（様式２）その２

(23)　一部事務組合等の取扱い 企画専門部会

               現          況

松　元　町 　郡　山　町
日置地区消防組合に加入し、実施している。

・構成市町村
　松元町　郡山町　市来町　東市来町
　伊集院町　日吉町　吹上町

松元町に同じ。

・構成市町村
　※松元町に同じ

・吉田町は姶良郡西部消防組合、松元町及び
郡山町は日置地区消防組合に加入している。

・松元町、郡山町には警防拠点がない。

吉田町、松元町及び郡山町は、加入している
一部事務組合を合併の日の前日をもって脱退
し、業務は合併後の市に引き継ぐことを基本
に合併時までに調整するものとする。

日置広域連合に加入し、実施している。
（介護保険業務全般）

・構成市町村
　松元町　郡山町　市来町　東市来町
　伊集院町　日吉町　吹上町

日置広域連合に加入し、実施している。
（松元町に同じ。）

・構成市町村
　※松元町に同じ

・松元町及び郡山町は日置広域連合に加入し
ている。

松元町及び郡山町は、加入している広域連合
を合併の日の前日をもって脱退し、業務は合
併後の市に引き継ぐことを基本に合併時まで
に調整するものとする。

日置地区塵芥処理組合に加入し、実施してい
る。

・構成市町村
　松元町　郡山町　東市来町
　伊集院町　日吉町　吹上町

松元町に同じ。

・構成市町村
　※松元町に同じ。

吉田町は姶良郡西部衛生処理組合、松元町及
び郡山町は日置地区塵芥処理組合に加入して
いる。

吉田町、松元町及び郡山町は、加入している
一部事務組合を合併の日の前日をもって脱退
し、業務は合併後の市に引き継ぐことを基本
に合併時までに調整するものとする。

該当なし。 該当なし。 吉田町は姶良郡西部衛生処理組合に加入して
いる。

吉田町は、合併の日の前日をもって姶良郡西
部衛生処理組合を脱退し、吉田町に係る斎場
の管理・運営業務は、合併後の市に引き継ぐ
ことを基本に合併時までに調整するものとす
る。

該当なし。 該当なし。 吉田町は姶良郡西部衛生処理組合に加入して
いる。

吉田町は、合併の日の前日をもって姶良郡西
部衛生処理組合を脱退し、吉田町に係るし尿
処理業務は、合併後の市に引き継ぐことを基
本に合併時までに調整するものとする。

課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

(23) － 3



 

 

 

 

 

 

 

（24）地域福祉事業の取扱いについて
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　　（様式１） 　　　事　務　事　業　現　況　調　書　　総　括　表

(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

番号 事　　務　　事　　業　　名 鹿児吉田桜島松元郡山区分 経過 番号 事　　務　　事　　業　　名 鹿児吉田桜島松元郡山区分 経過

1 地域福祉センター管理運営事業 × ○ × × × Ａ 21

2 民生委員・児童委員活動促進事業 ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ 22

3 民生委員・児童委員指導事業 ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ 23

4 民生委員児童委員協議会事務局運営事業 ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ 24

5 社会福祉協議会補助事業 ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ 25

6 ボランティアセンター運営費補助事業 ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ 26

7 小災害救助 ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ 27

8 地域振興基金 ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ 28

9 社会福祉功労者表彰式 ○ × ○ ○ ○ Ｂ 29

10 戦没者追悼式 ○ ○ ○ × ○ Ｂ 30

11 31

12 32

13 33

14 34

15 35

16 36

17 37

18 38

19 39

20 40

（注１）該当する事務事業を実施している市町には○印、実施していない場合は×印を表示。

（注２）区分欄には調整方針（案）の区分を表示。（Ａ：現行どおり、Ｂ：一元化、Ｃ：廃止）

（注３）経過欄には調整方針（案）で経過措置を講じることとした場合に△印を表示。

(24) - 1



（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）
(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

現                況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
1 地域福祉センター管理運営事業 該当なし。 （１）内容

　　　吉田町地域福祉センター
　　　　（デイ支援センター）
　　・利用時間      ８：３０～１７：００
　　・使用料         有料
　　・対象            特に限定していない

（２）管理運営
　　 社会福祉法人吉田町社会福祉協議会に
　　委託
　
（３）１４年度予算
　　　　　　　　　　　　１２，７１４千円

該当なし。

項　　　　　目

(24) － 2



（様式２）その２

(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

      　　現        　　　　　  況

松　元　町 　郡　山　町
該当なし。 該当なし。 吉田町のみ 　吉田町の地域福祉センターについては、合

併時に現行どおり引き継ぐものとし、管理運
営については、現行の住民サービスの水準を
低下させないことを基本に合併時までに調整
するものとする。

課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

(24) － 3



（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）
(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

現                況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　　目

2 民生委員・児童委員活動促進事業 （１）地区数　　　　　　　　　　 ４４地区

（２）委員数（定数） 地域担当委員７７６人
　　　　　　　　　　 主任児童委員  ８８人
　　　  　　　　　　　   計      ８６４人

（３）１人あたりの世帯数　　   ３００世帯

（４）１人あたりの活動費
             地区会長　  ２０２，９２０円
             地区副会長  １６１，０００円
             一般委員　  １５５，０００円

（５）地区民児協運営費
　　　     １地区につき　 ２００，０００円
　　　     委員１人につき    ２，０００円
　

------------------------------------------
参考　国・県の財政支援

○　国からの交付税
  ア　活動費
           委員１人につき  ６０，３００円
  イ　地区民児協運営費
　　　　　　１地区につき ２００，０００円
　　　　　　委員１人につき　         ０円
  ウ　地区会長活動費　               ０円

（１）地区数　　　　               １地区

（２）委員数（定数）　地域担当委員 ２０人
　　　　　　　　　　　主任児童委員　 ２人
                          計       ２２人

（３）１人あたりの世帯数　 　  １９７世帯

（４）１人あたりの活動費
             地区会長 　 １２７，３００円
             地区副会長    ９７，３００円
             一般委員    　６２，３００円

（５）地区民児協運営費
              県の財政支援がある

------------------------------------------
参考　国・県の財政支援

○　県からの交付金
  ア　活動費
           委員１人につき ６２，３００円
  イ　地区民児協運営費
　　　　　　１地区につき ２００，０００円
　　　　　　委員１人につき   １，６００円
  ウ　地区会長活動費       １１，９２０円
　

（１）地区数　　　　　　　　　　   １地区

（２）委員数（定数）　地域担当委員 １４人
　　　　　　　　　　　主任児童委員   ２人
               　　　　　 計       １６人

（３）１人あたりの世帯数       １５４世帯

（４）１人あたりの活動費
             地区会長  　  ９２，０００円
             地区副会長    ８２，０００円
             一般委員  　  ７２，０００円

（５）地区民児協運営費
              県の財政支援がある

------------------------------------------
参考　国・県の財政支援

○　県からの交付金
  ア　活動費
            委員１人につき ６２，３００円
  イ　地区民児協運営費
　　　　　　１地区につき ２００，０００円
　　　　　　委員１人につき   １，６００円
  ウ　地区会長活動費       １１，９２０円
　

(24) － 4



（様式２）その２

(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

      　　現        　　　　　  況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

（１）地区数　            　  　　 １地区

（２）委員数（定数）　地域担当委員 ２９人
　　　　　　　　　　　主任児童委員　 ２人
                          計       ３１人

（３）１人あたりの世帯数　　   １４４世帯

（４）１人あたりの活動費
             地区会長　　１８０，０００円
             地区副会長  １２０，０００円
             一般委員　　１２０，０００円

（５）地区民児協運営費
              県の財政支援がある

------------------------------------------
参考　国・県の財政支援

○　県からの交付金
  ア　活動費
           委員１人につき ６２，３００円
  イ　地区民児協運営費
　　　　　　１地区につき ２００，０００円
　　　　　　委員１人につき   １，６００円
  ウ　地区会長活動費       １１，９２０円
　

（１）地区数　　　　　　　　　　　 １地区

（２）委員数（定数）　地域担当委員 ２０人
　　　　　　　　　　　主任児童委員   ２人
                         計　　    ２２人

（３）１人あたりの世帯数　　   １５０世帯

（４）１人あたりの活動費
             地区会長    １７２，４００円
             地区副会長  １２２，４００円
             一般委員    １２２，４００円

（５）地区民児協運営費
              県の財政支援がある

------------------------------------------
参考　国・県の財政支援

○　県からの交付金
  ア　活動費
           委員１人につき  ６２，３００円
  イ　地区民児協運営費
　　　　　　１地区につき ２００，０００円
　　　　　　委員１人につき   １，６００円
  ウ　地区会長活動費       １１，９２０円
　

活動費等が異なる。

---------------------------------------
４町は、県が地区民児協へ交付金を交付。

合併時に鹿児島市の制度に統合する。
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）
(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

現                況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　　目

3 民生委員・児童委員指導事業 民生委員候補者は地区選考会から市推薦会へ推
薦。

（１）民生委員推薦会
　委員数　　　　　　　　　　　　１４人
　委員報酬（日額）　　　１０，３００円
　調査報酬（日額）　　　１０，３００円
　開催回数　　　　　　　　　　　年６回

（２）地区選考会
　　選考会　　　　　　　　　　４４地区
　　謝金（１件につき）　　４，０００円

（３）研修
　　現任委員研修　　　　　  　　年１回
　　新任委員研修　　　　　　  　年１回

集落公民館長及び民生委員の意見を聴取し、調
査内諾を得て、推薦会で候補者の推薦を決定。

（１）民生委員推薦会
                                ７人
　　　　　　   　        ５，２００円
　　　　         　              ０円
　　　　　　           必要に応じ随時

（２）地区選考会
     　　   　　                 なし
　　　　     　　 　　           なし

（３）研修
       　   　　　               なし
　　　　　    　       　        なし

地域公民館長へ候補者の推薦を依頼。

（１）民生委員推薦会
     　　　                     ７人
　　　　　　            ５，４００円
　　　　                        ０円
　　　　　     　     必要に応じ随時

（２）地区選考会
    　　     　　               なし
　　                            なし

（３）研修
      　    　　　              なし
　　　　　    　　              なし

4 民生委員児童委員協議会事務局運
営事業

（１）事務局
　　　市民生委員児童委員協議会（44地区の
　　民生委員児童委員協議会で構成）が設置

（２）職員体制
　　  事務局長１人(嘱託)、
　　　職員１人（嘱託）、事務補助１人

（３）補助金
　　  民生委員児童委員協議会事務局運営費
                  １０，７２４，０００円

（１）事務局
　　　社会福祉協議会

（２）職員体制
　　　職員１人（兼務）

（３）補助金
　　　なし

（１）事務局
　　　社会福祉協議会

（２）職員体制
　　　職員２人（兼務）

（３）補助金
　　　なし
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（様式２）その２

(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

      　　現        　　　　　  況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

 地域公民館長へ選考依頼。

（１）民生委員推薦会
     　　　   　                 ７人
　　　　　　　           ４，２００円
　　　　        　               ０円
　　　　　　　　　        　　 年１回

（２）地区選考会
            　　     　　        なし
　　　　                         なし

（３）研修
              　   　　　        なし
　　　　　    　　               なし

自治公民館ごとに候補者を推薦。

（１）民生委員推薦会
      　　　                     ７人
　　　  　　             ５，１００円
　　　　                         ０円
　　　　               必要に応じ随時

（２）地区選考会
           　         　     　　なし
　　　　                     　　なし

（３）研修
        　   　　            　　なし
　　　 　　    　            　　なし

候補者の推薦方法が異なる 合併時に鹿児島市の制度に統合する。

（１）事務局
　　　松元町　保健福祉課

（２）職員体制
　　　保健福祉課長兼務

（３）補助金
　　　なし

（１）事務局
　　　郡山町　保健福祉課

（２）職員体制
　　　係長が兼務

（３）補助金
　　　なし

事務の主体が異なる 合併時に鹿児島市の制度に統合する。

(24) － 7



（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）
(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

現                況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　　目

5 社会福祉協議会補助事業 （１）事業所
   　山下町１５－１
　  　かごしま市民福祉プラザ内
　  　鹿児島市社会福祉協議会
 
（２）設　立
　　　昭和２９年１２月１１日

（３）社会福祉法人化
      昭和３７年９月１５日

（４）組　織
　　　　（平成１４年６月１日現在）
　  　顧問１人、監事３人、理事１６人、
    　評議員３３人、職員５１人、嘱託
　　　職員90人、事務補助員30人。
　  　４４校区社協、４５地区社協

（５）補助事業（１５年度予算）
　　・福祉活動専門員設置事業
　　・市社協福祉活動普及事業
　　・ふれあいのまちづくり事業
　　・小口融資貸付事業
　　・在宅介護講習会事業

（１）事業所
   　 吉田町本城１６８７－２
　　　地域福祉センター内
　　　吉田町社会福祉協議会
　
（２）設　立
　  　昭和２８年１０月１日

（３）社会福祉法人化
　 　 昭和４４年１０月２３日

（４）組　織
　　　  （平成14年10月1日現在）
　　  顧問２人、監事２人、
  　  理事10人、評議員25人、
  　  職員10人、 嘱託職員４人、
  　  非常勤職員12人

（５）補助事業（１５年度予算）
　  ・福祉活動専門員設置事業
 　 ・社会福祉協議会運営費補助
 　 ・心配ごと相談事業

（１）事業所
　　  桜島町横山1722番地17
　　  老人福祉センター内
　　  桜島町社会福祉協議会

（２）設　立
　　  昭和２７年８月１６日

（３）社会福祉法人化
　　  昭和４８年７月５日

（４）組　織
　　  　（平成１４年１０月１日現在）
　  　理事１０名、監事２名、
　  　評議員２１名、職員３名

（５）補助事業（１５年度予算）
    ・福祉活動専門員設置事業
    ・社会福祉協議会運営費補助金
　　・地域福祉活動推進事業

(24) － 8



（様式２）その２

(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

      　　現        　　　　　  況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

（１）事業所
　　  松元町上谷口２７６８－８
　　  松元町老人福祉センター内
　　  松元町社会福祉協議会

（２）設　立
　　  昭和５３年７月１８日

（３）社会福祉法人化
　　  昭和５３年

（４）組　織
　　　  （平成１４年６月１日現在）
　  　監事２人、理事１２人、
　  　評議員３０人、職員２人、

（５）補助事業（１５年度予算）
　　・福祉活動専門員設置事業
　　・町社協福祉活動普及事業
　　・社会福祉大会費

（１）事業所
　　  郡山町郡山１７６
　　  郡山町老人福祉センター内
　　  郡山町社会福祉協議会
　
（２）設　立
　　  昭和２６年

（３）社会福祉法人化
　　  昭和５３年３月３日

（４）組　織
　　　  （平成１４年１０月１日現在）
　　  監事２人、理事１２人、
　　  評議員２５人、職員３人

（５）補助事業（１５年度予算）
　　・福祉活動専門員設置事業
　　・町社協福祉活動普及事業
　　・地域福祉活動推進事業

補助の対象が異なる 合併時に鹿児島市の制度に統合する。

　（具体的な事業、組織等については、
　　鹿児島地区社会福祉協議会合併協
　　議会の協議を踏まえ、必要な調整
　　を行う。）

(24) － 9



（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）
(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

現                況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　　目

6 ボランティアセンター運営費補助
事業

鹿児島市社会福祉協議会設置

（１）職員体制
      所長１名（総務課長併任）、職員１名、
      コーディネーター２名（嘱託）

（２）活動内容
    ・ボランティアの育成、研修、教育
    ・ボランティアリーダーの育成
    ・ボランティアの需要調整
    ・ボランティア団体や市民への情報提供
    ・ボランティア団体の相互交流の場の提供

（３）１４年度予算額
　　　　　　　２１，３５７千円

（４）ボランティアセンター登録者数
　　　　　　　　（１４．４．１現在）
　　　２０７団体　　１４，６１３人
　　　個人　　　　　　　　５８９人

吉田町社会福祉協議会設置

（１）職員体制
      コーディネーター１名（非常勤）

（２）活動内容
　　　サロン事業及びボランティアの育成のた
      め、取りまとめ役及び調整役としての人
      的確保を行い社会奉仕活動育成の円滑
      な推進を図る。

（３）１４年度予算額
　　　４５０千円（うち人件費３００千円）

（４）ボランティアセンター登録者数
　　　　　　　　（１４．４．１現在）
　　　１３団体　　　２１３人
　　　個人　　　　　　　７人

桜島町社会福祉協議会設置

（１）職員体制
      コーディネーター２名
　　　　（非常勤、１５年度から１名増）

（２）活動内容
　　・ボランティア団体の育成
　　・ボランティアの需要調整
　　・ボランティア情報誌の発行

（３）１４年度予算額
               １５９千円
　　（参考　１５年度予算額）
　　　　　　　 ５７６千円

（４）ボランティアセンター登録者数
　　　　　　　　（１４．４．１現在）
　　　６団体　　　３２１人
　　　個人　　　　  　なし

(24) － 10



（様式２）その２

(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

      　　現        　　　　　  況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

松元町社会福祉協議会設置（個人）
松元町教育委員会社会教育課設置（団体）

（１）職員体制
    ①個人 コーディネーター　１名
                        （事務局長兼務）
    ②団体 コーディネーター　１名(非常勤)
           社会教育指導員　  １名(兼務)

（２）活動内容
　　①個人
　　②団体
　　　・ふるさと美化活動
　　　・ボランティアセンターだより発行
　　　・駅周辺清掃活動
　　　・花の苗づくり　　ほか

（３）１４年度予算額
　　①個人
　　②団体

（４）ボランティアセンター登録者数
　　　　　　　　（１４．３．３１現在）
　　　１７団体　４９２人
　　　個人　　　１４４人

郡山町社会福祉協議会設置

（１）職員体制
      事務局長　１名（社協事務局長兼任）、
      職員　２名（社協事務職員兼任)、
      コーディネーター　２名

（２）活動内容
    ・ボランティアの育成、研修、教育
    ・ボランティアリーダーの育成
    ・ボランティアの需要調整
    ・ボランティア団体や市民への情報提供
    ・ボランティア団体の相互交流の場の提供

（３）１４年度予算額
      補助額（コーディネーター人件費）
　　　　　　　　　　　　　３１２千円

（４）ボランティアセンター登録者数
　　　　　　　　（１４．４．１現在）
　　  １７団体　　３２５人
　  　個人　　　　　４８人

実施主体及び事業内容が異なる 合併時に鹿児島市の制度に統合する。

　（具体的な事業、組織等については、
　　鹿児島地区社会福祉協議会合併協
　　議会の協議を踏まえ、必要な調整
　　を行う。）

(24) － 11



（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）
(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

現                況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　　目

7 小災害救助 （１）避難所の設置箇所数
　　　　１５０箇所（地域福祉館や小中学校など）

（２）生活物資の備蓄状況
　　　　毛布　　　2,132枚
　　　　ﾀｵﾙｹｯﾄ　  2,248枚
　　　　タオル　　1,965枚
　　　　　（平成14年4月1日現在）

（３）要綱等の有無
　　　災害救助法適用外の罹災者に対する応急的な救助に
　　ついて要綱等を設けている。

（４）火災発生時の対応
   　 人家火災の場合、担当者は災害現場に向かい（夜間
　　を含む）罹災者に宿泊先など確認し、宿泊先がない場合
　　福祉館等を紹介する。

（５）小災害に対する見舞金
　　ア　死亡者の遺族（災害弔慰金）
　　　①　死亡者が世帯の生計維持者の場合　100,000円
　　　②　１以外の場合死亡者１人につき　　 70,000円
　　イ　傷害者（災害見舞金）
　　　①　傷害者が世帯の生計維持者の場合　 30,000円
　　　②　１以外の場合死亡者１人につき　　 20,000円
　　ウ　全焼、全壊又は流失により被害を受けた世帯
　　　①　災害見舞金
　　　　(ｱ)　１世帯につき14,000円とし、世帯員２人から
　　　　　　　8,000円を加算する。
　　　　(ｲ)　災害見舞品
　　　　　　・4月から9月まで世帯員1人につき　ﾀｵﾙｹｯﾄ1枚
　　　　　　・10月から3月まで世帯員1人につき　毛布１枚
　　エ　半焼、半壊、床上浸水又は消火水損等により被害を
　　　受けた世帯
　　　①　災害見舞金
　　　　(ｱ)　１世帯につき7,000円とし、世帯員２人から
　　　　　　4,000円を加算する。
　　　　(ｲ)　災害見舞品
　　　　　　・4月から9月まで世帯員1人につき　ﾀｵﾙｹｯﾄ1枚
　　　　　　・10月から3月まで世帯員1人につき　毛布１枚

（１）避難所の設置箇所数
　　　　２０箇所

（２）生活物資の備蓄状況
　　　　なし

（３）要綱等の有無
　　　設けている。

（４）火災発生時の対応
　　　各公民館で対応している。（ただし、身内がいない
　　などやむを得ない場合のみ）

（５）小災害に対する見舞金
　　ウ　住宅が全壊または、滅失もしくは全焼した場合
　　　　　　その世帯に　５０，０００円以内
　　エ　住宅が半壊または半焼した場合
　　　　　　その世帯に　３０，０００円以内
　　カ　自らの資力で仮設住居を設置し、一時的な住居
　　　の用に供するもので補助金を必要とするものが対
　　　象で、補助金の交付額は、建築費等の２分の１とし、
　　　１００万円を限度額とする。
　　キ　災害を受けた場合に解体作業および土砂除去
　　　作業にかかる費用の額が５０万円以上と査定され
　　　るものについて２０万円以内の助成をする。

（１）避難所の設置箇所数
　　　　２４箇所（公民館や小中学校など）

（２）生活物資の備蓄状況
　　　　日赤の分あり
　　　　（日赤は町が所管）

（３）要綱等の有無
　　　設けている。

（４）火災発生時の対応
　　　職員（保健福祉課）が向かい連絡、物資の支給（日
　　赤）あり。宿泊先がない場合は公民館が対応。

（５）小災害に対する見舞金
　　ウ　住宅が全壊または、滅失もしくは全焼した場合
　　　　　　その世帯に　５０，０００円以内
　　エ　住宅が半壊または半焼した場合
　　　　　　その世帯に　３０，０００円以内
　　オ　住宅の一部が著しく損壊又は損焼した場合、エの
　　　定める額の範囲内で町長が定める。

(24) － 12



（様式２）その２

(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

      　　現        　　　　　  況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

（１）避難所の設置箇所数
　　　　１３箇所

（２）生活物資の備蓄状況
　　　　なし

（３）要綱等の有無
　　　設けていない。

（４）火災発生時の対応
　　　特になし

 
（５）小災害に対する見舞金
　    火災が発生した場合、一律100,000円を支出
　　　（保健福祉課で予算化）

（１）避難所の設置箇所数
　　　　１４箇所
　　　（公民館や小中学校など）

（２）生活物資の備蓄状況
　　　　なし

（３）要綱等の有無
　　　設けていない。

（４）火災発生時の対応
　　　住宅等の世話については、やむを得ない場合は
　　組織の中で対応する（公民館等）。

（５）小災害に対する見舞金
　　　該当なし

制度が異なる。 合併時に鹿児島市の制度に統合する。

(24) － 13



（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）
(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

現                況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　　目

8 地域振興基金 （１）名称
　　　地域振興基金

（２）目的
　　　高齢化社会に対応した施策を実施するた
   めの基金

（３）基金高等
　　・⑭末　　　　　　　　1,151,460,000円
　　・⑮運用益（予算） 　　   3,457,718円
　　・⑮末（見込） 　　 　1,151,460,000円

（４）基金の活用方法
　　　運用益のみ充当

（５）基金の使途事業
　　①福祉ふれあいフェスティバル事業
　　②長才（おせ）まつり開催事業
　　③社会福祉協議会への補助

（１）名称
　　　地域振興基金

（２）目的
　　　高齢化社会に対応した施策を実施するた
   めの基金

（３）基金高等
　　・⑭末　　　　　　　　   23,008,720円
　　・⑮運用益（予算）   　　    18,000円
　　・⑮末（見込） 　　　    23,026,720円

（４）基金の活用方法
　　　運用益は基金に積み立て

（５）基金の使途事業
　　　現在のところ計画なし
------------------------------------------
（１）名称
　　　地域福祉基金

（２）目的
　　　高齢者の保健福祉の増進を図るための
   資金

（３）基金高等
　　・⑭末　　　　　　  　  170,853,294円
　　・⑮運用益（予算）  　       68,000円
　　・⑮末（見込） 　　     170,853,294円

（４）基金の活用方法
　　　運用益のみ充当

（５）基金の使途事業
　　　一般財源化

（１）名称
　　　地域福祉基金

（２）目的
　　　高齢者の福祉を増進するための基金

（３）基金高等
　　・⑭末　　　　　　　　 127,129,404円
　　・⑮運用益（予算） 　   　 181,000円
　　・⑮末（見込） 　　　  109,039,000円

（４）基金の活用方法
　　　積立基金の取り崩し

（５）基金の使途事業
　　①敬老金支給事業
　　②すこやか長寿社会づくり推進事業
　　③地域福祉ネットワークづくり推進事業
　　④地域福祉活動推進事業
　　⑤はり・きゅう施術事業
　　⑥寝たきり老人等介護手当事業
　　⑦生きがい対応型デイサービス

(24) － 14



（様式２）その２

(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

      　　現        　　　　　  況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

（１）名称
　　　地域福祉基金

（２）目的
　　　高齢者の保健福祉の増進を図る

（３）基金高等
　　・⑭末　　　　　　　　　167,000,000円
　　・⑮運用益（予算） 　　　   133,600円
　　・⑮末（見込） 　　　　 167,000,000円

（４）基金の活用方法
　　　運用益のみ充当

（５）基金の使途事業
　　①町内循環バス運行補助金

（１）名称
　　　地域福祉推進基金

（２）目的
　　　高齢者保健福祉施策を積極的に推進
　　し、在宅福祉の向上、健康づくり、ボラン
　　ティア活動の活性化等を図る。

（３）基金高等
　　・⑭末　　　　　　　　　 80,950,617円
　　・⑮運用益（予算） 　　　    58,000円
　　・⑮末（見込） 　　　　  30,950,617円

（４）基金の活用方法
　　　運用益のみ充当

（５）基金の使途事業
　　①在宅ねたきり老人等介護手当助成事業

基金の活用方法等が異なる。 合併時に鹿児島市の制度に統合する。

　（各町の基金は、鹿児島市の地域振興
　　基金に積み立てる。）
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）
(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

現                況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　　目

9 社会福祉功労者表彰式 社会福祉功労者表彰要綱で対応

（１）対象者

　①　表彰状の贈呈
　　ア　民生委員児童委員
　　イ　ホームヘルパー、相談員等の非常勤
      職員
　　ウ　社会福祉施設の長又は職員（鹿児島
      市職員及び鹿児島県職員を除く。）
　　エ　社会福祉協議会、社会事業協会その
      他民間社会福祉団体等の役員又は職員
　　オ　共同募金運動の奉仕者又は奉仕団体
　　カ　ボランティア活動又はボランティア
　　　活動への支援を行う個人又は団体
　　　（オに該当するものを除く）
　　キ　障害を有する者
　　ク　母子世帯、父子世帯等に属するもの
　　ケ　その他社会福祉功労者

　②　感謝状の贈呈
　　ア　上記ア～カまでの対象者のいずれかに
      該当する者
　　イ　その他

該当なし。 町民表彰規程の中で対応

（１）対象者

　・社会福祉事業及び援護事業等の向上に貢献
    し、その功績が特に顕著な者
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（様式２）その２

(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

      　　現        　　　　　  況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

町民表彰規則の中で対応

（１）対象者

　・社会福祉事業の振興に貢献し、その功績
    が特に顕著な者

町民表彰条例の中で対応

（１）対象者

　・社会福祉事業及び援護事業の向上に
    貢献し、その功績が特に顕著な者

鹿児島市、桜島町、松元町及び郡山町が実施
しているが、制度が異なる。

合併時に鹿児島市の制度を適用し、統合す
る。
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）
(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

現                況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　　目

10 戦没者追悼式 （１）趣旨
　　　昭和１２年の日華事変から太平洋戦
　　争における、市出身戦没者（８,２７０
　　柱）及び一般戦災死没者（３,３２９柱）
　　の霊を慰め、併せて遺族のこれまでの
　　心労を労うとともに世界平和を祈念する。

（２）時期
　　　１０月

（３）１４年度予算
　　・参加者記念品　　　 ５５０，０００円
　　・追悼式会場設営委託料
　　　　　　　　　　　　 ４９１，０００円
　　・アトラクション　　 ５００，０００円
　　・献花　　　　　　 　　２７，３００円

（４）その他戦没者慰霊祭関係の供花
　　　　　　　　　　　　　（１４年度予算）
　　①　(財)太平洋戦全国空爆犠牲者慰霊
　　　協会
　　　　　　　　　　　　 　２０，０００円

　　②　鹿児島戦没者墓地秋季慰霊祭
　　　　　　　　　　　　 　１５，７５０円
　　③　吉野地区戦没者慰霊祭
　　　　　　　　　　　　 　１５，７５０円
　　④　人間の碑慰霊祭
　　　　　　　　　　　　 　２１，０００円

（１）趣旨
　　  過去の戦争における吉田町出身戦没者及
　　び一般戦災死没者の霊を慰め、併せて遺族
　　のこれまでの心労を労うとともに世界平和
　　を祈念する。

（２）時期
　　　３月

（３）１４年度予算
　　・追悼式食糧費　　　　 ７０，０００円
　　・追悼式献花　　 　　  ３４，０００円
　　・慰霊塔清掃委託料　   ６０，０００円
　　・追悼式役務費　　　　 　７，０００円

（４）その他戦没者慰霊祭関係の供花
　　　　　　　　　　　　　（１４年度予算）
　　　なし

（１）趣旨
　　　桜島町出身戦没者の霊を慰め、平和を祈
　　念する行事

（２）時期
　　　１１月

（３）１４年度予算
　　・三宝菓子（供物）　　 １５，０００円
　　・型菓子（供物）　　　 ５４，０００円

（４）その他戦没者慰霊祭関係の供花
　　　　　　　　　　　　　（１４年度予算）
　　①　第二次世界大戦戦亡者慰霊祭
　　　　　毎年１０月下旬か１１月初旬に世
　　　　界の平和を願って戦亡者の慰霊を
　　　　行っている。参列者約６０名。
　　　　　（遺族会が実施）
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（様式２）その２

(２４)　地域福祉事業 健康福祉専門部会

      　　現        　　　　　  況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

（１）趣旨

　　　該当なし

（２）時期
　　　なし

（３）１４年度予算
　　　なし

（４）その他戦没者慰霊祭関係の供花
　　　　　　　　　　　　　（１４年度予算）
　　　町戦没者合同慰霊祭
　　　松元町遺族会が主催し、毎年３月
　　に老人福祉センターで実施。参列者
　　約３０名（経費は全て町遺族会負担）

（１）趣旨
　　　戦没者及び遺族に追悼の誠を捧げ、永久
　　の平和を願って追悼式を実施する。

（２）時期
　　　１１月

（３）１４年度予算
　　祭壇　材料代一式　     ３０，０００円
　　　　　　生花　　　　 １００，８００円
　　　　　　式典用型菓子代 ５１，０００円
　　　　　　献酒　　　　     ６，０００円
　　　　　　二段式　       ６７，２００円
　　　　　　献花用生花     ２０，１６０円
　　　　　　鉢物リース　   １０，０００円

（４）その他戦没者慰霊祭関係の供花
　　　　　　　　　　　　　（１４年度予算）
　　　　特になし

式典の趣旨等が異なる。 鹿児島市の「戦没者追悼式」は現行どおり実
施する。
吉田町、桜島町、松元町及び郡山町で実施し
ている事業については、地域性を考慮して実
施する。
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（25）介護保険事業の取扱いについて
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　　（様式１） 　　　事　務　事　業　現　況　調　書　　総　括　表

(25)　介護保険事業 健康福祉専門部会

番号 事　　務　　事　　業　　名 鹿児吉田桜島松元郡山区分 経過 番号 事　　務　　事　　業　　名 鹿児吉田桜島松元郡山区分 経過

1 財政安定化基金借入金（14年度末） × × ○ ○ ○ A 21

2 介護認定調査事業 ○ ○ ○ ○ ○ B 22

3 認定審査会 ○ ○ ○ ○ ○ B 23

4
低所得者利用者負担対策事業（社会福祉法人によ
る減免）

○ ○ ○ ○ ○ B 24

5 保険料減免制度 ○ ○ ○ ○ ○ B 25

6
介護給付費準備基金（第１期事業運営期間終了後
の残高）

○ ○ ○ ○ ○ B 26

7 徴収体制 ○ ○ ○ ○ ○ B 27

8 介護相談員派遣事業 ○ × × ○ ○ B 28

9 第１号被保険者の保険料(平成15年度） ○ ○ ○ ○ ○ B 29

10 普通徴収に係る納期 ○ ○ ○ ○ ○ B 30

11 介護保険事業計画策定事業 ○ ○ ○ ○ ○ B 31

12 32

13 33

14 34

15 35

16 36

17 37

18 38

19 39

20 40

（注１）該当する事務事業を実施している市町には○印、実施していない場合は×印を表示。

（注２）区分欄には調整方針（案）の区分を表示。（Ａ：現行どおり、Ｂ：一元化、Ｃ：廃止）

（注３）経過欄には調整方針（案）で経過措置を講じることとした場合に△印を表示。
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）

(25)　介護保険事業 健康福祉専門部会

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
1 財政安定化基金借入金（14年度末） 該当なし。 該当なし。 　　　　 600,000円

2 介護認定調査事業 ①委託（鹿児島市社会福祉協議会）
      認定調査見込件数　24,800件
　
②調査員31名（社協職員22,嘱託9）
　　調査員ステーション　　　　5ヶ所

①直営（非常勤職員）
      認定調査見込件数　  550件

②調査員 2名　（非常勤職員 2名）

①直営（町職員等）
      認定調査見込件数　400件

②調査員　2名
　　　（保健師 1名　臨時職員 1名）

3 認定審査会 ①認定申請見込件数　24,800件
　
②介護認定審査会（直営）
      合議体数　　　　　28合議体
　　　審査会委員　　　　132人
　　　審査会委員報酬
         合議体長　　 16,500円
　　　 　その他　　　　15,000円

①認定申請見込件数　550件

②介護認定審査会
　　　鹿児島市に委託

①認定申請見込件数　400件

②介護認定審査会
　　　鹿児島市に委託

4 低所得者利用者負担対策事業（社
会福祉法人による減免）

（対象者）
1)老齢福祉年金受給者（市町村民税世帯非課税）
2)在宅者で収入が生活保護基準以下
3)介護老人福祉施設入所者で年間収入額（前年の
収入額から租税、社会保険料、医療費等の必要経
費を控除した後の額をいう。）が４２万円以下

(１３年度実績)
確認証発行者数　　　　　　２８８人
補助対象法人数　　　　　　　１３法人
補助額　　　　　　２，０７７，８７０円

（対象者）

　鹿児島市と同じ

(１３年度実績)
確認証発行者数　　　　　　　　０人
補助対象法人数　　　　　　　　０法人
補助額　　　　　　　　　　　　　　０円

（対象者）

　鹿児島市と同じ

(１３年度実績)
確認証発行者数　　　　　　　　０人
補助対象法人数　　　　　　　　０法人
補助額　　　　　　　　　　　　　　０円

項　　　　　目
現　　　　　　　　　　　　　　　　況
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（様式２）その２

(25)　介護保険事業 健康福祉専門部会

               現          況

松　元　町 　郡　山　町
　     　4,772,499円 　     　4,316,001円 借入金の有無及びその額に差がある。 　合併時に鹿児島市に引き継ぐものとする。

①委託（指定居宅介護支援事業所）
      認定調査見込件数　　723件

②委託先調査員 　6名(職員兼務）
   委託先    　　　　2ヶ所

①委託（指定居宅介護支援事業所等）
      認定調査見込件数　　642件

②委託先調査員 　4名（職員兼務）
   委託先　　　　　　2ヶ所

認定調査員の身分が異なる。 　合併時に鹿児島市の制度に統合する。

①認定申請見込件数　723件

②介護認定審査会
　　・日置広域連合で実施
　    合議体数　　　　18合議体
　　　審査会委員　   89人
　　　審査会委員報酬
         合議体長  16,500円
　　 　　その他     15,000円

①認定申請見込件数　642件

②介護認定審査会
　　　松元町に同じ。

※日置広域連合（松元町、郡山町、市来町、東市来
町、伊集院町、日吉町、吹上町）

認定審査会の実施方法が異なる。
・鹿児島市は単独。
・吉田町及び桜島町は、鹿児島市に委託。
・松元町及び郡山町は、日置広域連合で実施。

　合併時に鹿児島市の制度に統合する。

（対象者）
1)老齢福祉年金受給者（町民税世帯非課税）。生活
保護受給者を除く。
2)特に生計困難であると町長が認める者

 
(１３年度実績)
確認証発行者数　　　　　　  ４人
補助対象法人数　　　　　    １法人
補助額　　　　　　　　１４，０５８円

（対象者）
1)生活保護受給者を除く住民税非課税世帯のうち，
特に生計困難であると認めるもの。

(１３年度実績)
確認証発行者数　　　　　  ０人
補助対象法人数　　　　　　０法人
補助額　　　　　　　　　　　　０円

対象者が異なる。 　合併時に鹿児島市の制度に統合する。

調　整　方　針　（案）課　　　　　　　題
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）

(25)　介護保険事業 健康福祉専門部会

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　　目

現　　　　　　　　　　　　　　　　況

5 保険料減免制度 (低所得者対策)　→　有（平成15年度から実施）

(災害等)　→　有
　[条例で規定；13年度実績⇒4件]

(低所得者対策)　→　無

(災害等)　→　有
　[条例で規定；13年度実績⇒１件]

(低所得者対策)　→　無

(災害等)　→　有
　[条例で規定；13年度実績なし]

6 介護給付費準備基金（第１期事業運
営期間終了後の残高）

あり
４９０，７９５，９８４円

あり
　１７，０７１，３３２円

あり
　　　　０円

7 徴収体制 （担当部署）
介護保険課保険料係〔全職員5名で対応。臨時職
員１名を雇用。〕

（取り組み）
平成12年10月から介護保険料の納付指導や収納
等を行う介護保険指導員（嘱託)を3人配置。[報酬
額：7,472,500円（3人分）；13年度実績]

(担当部署)
保健福祉課保険料係〔全職員1名で対応。〕

(取り組み)
 平成12年10月から介護保険料の納付指導や収納
等を行う。

(担当部署)
保健福祉課福祉係〔全職員1名で対応。〕ただし、臨
宅徴収においては、職員２名

(取り組み）
・口座振替勧奨
・訪問徴収随時

8 介護相談員派遣事業 １３年度実績
実施箇所：　３６事業所
相談人数：７３８人（利用者及び家族）

該当なし。 該当なし。
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（様式２）その２

(25)　介護保険事業 健康福祉専門部会

               現          況

松　元　町 　郡　山　町
調　整　方　針　（案）課　　　　　　　題

(低所得者対策)　→　有（平成15年8月から実施予
定。）

(災害等)　→　有
　[条例で規定；13年度実績なし]

(低所得者対策)　→　有（平成15年8月から実施予
定。）

(災害等)　→　有
　[条例で規定；13年度実績なし]

低所得者対策について、鹿児島市と松元町及
び郡山町の内容が異なり、吉田町及び桜島町
では実施していない。

　合併時に鹿児島市の制度に統合する。

桜島町に同じ。 桜島町に同じ。 鹿児島市及び吉田町のみ。 　合併時に鹿児島市の制度に統合する。

（担当部署）
介護保険課給付係〔全職員４名のうち、２名で対応〕

（取り組み）
日置広域連合４名で対応するが，広域連合職員全
員，場合によっては，構成町職員にも協力をもらう。
（日置広域連合で実施。）

（担当部署）
介護保険課給付係〔全職員４名のうち、２名で対応〕

（取り組み）
日置広域連合４名で対応するが，広域連合職員全
員，場合によっては，構成町職員にも協力をもらう。
（日置広域連合で実施。）

徴収体制が異なる。
・鹿児島市は、職員及び嘱託職員。
・4町は、職員のみ。

　合併時に鹿児島市の制度に統合する。

１３年度実績
実施箇所：　　７事業所
相談人数：２３４人（利用者）
                うち松元町３３人
（日置広域連合で実施）

１３年度実績
実施箇所： 　７事業所
相談人数：２３４人（利用者）
                うち郡山町３１人
（日置広域連合で実施）

鹿児島市と松元町及び郡山町で実施方法が異
なり、吉田町及び桜島町では実施していない。

　合併時に鹿児島市の制度を適用し、統合す
る。
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）

(25)　介護保険事業 健康福祉専門部会

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　　目

現　　　　　　　　　　　　　　　　況

9 第１号被保険者の保険料(平成15年
度）

(段階）　　　　(保険料年額）
  １ 　  　　　　　22,600円
  ２      　　　   33,900円
  ３    　　　     45,300円
  ４　　　　 　　　56,600円
  ５    　　　     67,900円

21,000円
31,500円
42,000円
52,500円
63,000円

24,400円
36,600円
48,800円
61,000円
73,200円

10 普通徴収に係る納期  １期  6月15日から同月30日
 ２期  7月15日から同月31日
 ３期  8月15日から同月31日
 ４期  9月15日から同月30日
 ５期 10月15日から同月31日
 ６期 11月15日から同月30日
 ７期 12月15日から同月28日
 ８期   1月15日から同月31日
 ９期   2月15日から同月末日
10期   3月15日から同月31日

１期 　4月１日から同月30日
２期　 6月１日から同月30日
３期   8月１日から同月31日
４期 10月１日から同月31日
５期 12月１日から同月25日
６期　 2月１日から同月末日

１期　  4月１日から同月３０日
２期　  6月１日から同月３０日
３期　  8月１日から同月３１日
４期　10月１日から同月３１日
５期　12月１日から同月３１日
６期　  2月１日から同月末日

11 介護保険事業計画策定事業 ｻｰﾋﾞｽの見込量（15年度）
例（居宅ｻｰﾋﾞｽ）
　　・訪問介護（ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ）
　　　　679,319回/年

 　（施設ｻｰﾋﾞｽ）
　　・介護老人福祉施設（特養）
　　　　　　　1,242人
                              　ほか

ｻｰﾋﾞｽの見込量（15年度）
（居宅ｻｰﾋﾞｽ）
　・訪問介護（ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ）
　　　 9,005回/年

（施設ｻｰﾋﾞｽ）
　・介護老人福祉施設（特養）
　　　　　38人
                       ほか

ｻｰﾋﾞｽの見込量（15年度）
（居宅ｻｰﾋﾞｽ）
　・訪問介護（ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ）
　 　　　10,262回/年

（施設ｻｰﾋﾞｽ）
　・介護老人福祉施設（特養）
　　　 　    42人
　　　　　　　　　　　　ほか

(25) － 6



（様式２）その２

(25)　介護保険事業 健康福祉専門部会

               現          況

松　元　町 　郡　山　町
調　整　方　針　（案）課　　　　　　　題

23,280円
34,920円
46,560円
58,200円
69,840円

松元町に同じ。 保険料率が異なる。 　合併する年度の翌年度に鹿児島市の保険料
率に統合する。
　合併する年度は現行どおりとする。

１期　４月１５日から同月３０日
２期　６月１５日から同月３０日
３期　８月１５日から同月３１日
４期10月１５日から同月３１日
５期1２月１０日から同月２５日
６期  ２月１０日から同月末日

松元町に同じ。 期数及び納期が異なる。 　合併する年度の翌年度に鹿児島市の期数及
び納期に統合する。
　合併する年度は現行どおりとする。

介護保険事業計画の内容（主にサービス提供
量）が異なる。

　合併する年度の翌年度に統合する。
  合併する年度は現行どおりとする。

ｻｰﾋﾞｽの見込量（15年度/日置広域連合全体)
（居宅ｻｰﾋﾞｽ）
　・訪問介護（ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ）
　　　97,010回/年

（施設ｻｰﾋﾞｽ）
　・介護老人福祉施設（特養）
　　　   410人
　　　　　　　　　　　　　ほか

(25) － 7



 

 

 

 

 

 

 

（26）児童福祉事業の取扱いについて
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　　（様式１） 　　　事　務　事　業　現　況　調　書　　総　括　表

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

番号 事　　務　　事　　業　　名 鹿児吉田桜島松元郡山区分 経過 番号 事　　務　　事　　業　　名 鹿児吉田桜島松元郡山区分 経過

1 子育て短期支援（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）事業 ○ ○ × × × Ｂ 21

2 児童福祉施設措置費 ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ 22

3 公立保育所運営事業 ○ ○ × × ○ Ｂ 23

4 児童センター運営事業 ○ × × × ○ Ｂ 24

5 保育料 ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ 25

6 放課後児童健全育成事業 ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ 26

7 放課後児童健全育成（市単）補助事業 ○ × × × × Ｂ 27

8 地域子育て支援センター事業 ○ ○ × ○ ○ Ｂ 28

9 特別保育事業 ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ 29

10 乳幼児医療費助成事業 ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ 30

11 母子家庭等医療費助成事業 ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ 31

12 保育園児通園バス補助 × × ○ × × Ｃ 32

13 すこやか子育て支援金支給事業 × × ○ × × Ｃ △ 33

14 34

15 35

16 36

17 37

18 38

19 39

20 40

（注１）該当する事務事業を実施している市町には○印、実施していない場合は×印を表示。

（注２）区分欄には調整方針（案）の区分を表示。（Ａ：現行どおり、Ｂ：一元化、Ｃ：廃止）

（注３）経過欄には調整方針（案）で経過措置を講じることとした場合に△印を表示。

2004/ 2/ 2
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

                 現          況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町

1 子育て短期支援（ショートステ
イ）事業

　児童を養育している家庭の保護者が疾病、出
産、看護、事故、災害、冠婚葬祭、失踪、転
勤、出張又は学校等の公的行事への参加等の事
由によって、家庭での養育が一時的に困難と
なった場合、及び母子が夫の暴力により緊急一
時的に保護を必要とする場合に、児童福祉施設
において一時的に養育・保護することにより、
これらの児童及び母子の福祉の向上を図る。
（委託施設）市内の７施設
　○乳児院
　　鹿児島市立乳児院、鹿児島乳児院
　○児童養護施設
　　三州原学園、たらちね学園、
　　愛の聖母園、桜島学園
　○母子生活支援施設
　　千草寮
（利用期間）
　　原則　７日間
（事業実績）
　　平成１４年度延利用人数　76人
　　　　　　  　延利用日数　675日
（利用者負担金）1日あたり
　　２歳未満児　5,500円
　　２歳以上児　2,850円
　　緊急一時保護の母親　800円
　※生活保護世帯等は減免有り。

（目的・対象者）
　鹿児島市とほぼ同じ。
（委託施設）
　児童養護施設　仁風学園
　母子生活支援施設　菊花寮
（利用期間）
　鹿児島市と同じ。
（事業実績）
　平成10年度に1名、その後利用なし。
（利用者負担金）
　鹿児島市と同じ。

該当なし。

項　　　　目

(26) -   2



（様式２）その２

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

               現          況

松　元　町 　郡　山　町

該当なし。 該当なし。 鹿児島市及び吉田町のみ。 合併時に鹿児島市の制度を適用し、統合す
る。

課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

(26) -   3



（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

                 現          況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　目

2 児童福祉施設措置費 ○事業目的・内容
　保育に欠ける児童を私立保育所で保育するこ
とにより、児童の福祉の向上を図る。
○私立保育所　   55カ所
　　　40人定員　  2カ所
　　　60人定員 　 8カ所
　　　70人定員 　 6カ所
　　　80人定員 　 7カ所
　　　90人定員　 11カ所
　　　100人定員 　4カ所
　　　110人定員 　9カ所
　　　119人定員 　1カ所
　　　120人定員 　2カ所
　　　130人定員 　3カ所
　　　140人定員 　1カ所
　　　150人定員  １カ所
　　　定員合計　4,959人
　　　入所児童数合計（15.4.1)5,447人

○事業目的・内容
　保育に欠ける児童を私立保育所で保育するこ
とにより、児童の福祉の向上を図る。
○私立保育所　2カ所
　　　60人定員　2カ所
        （吉田・むれが岡）
　　　定員合計　120人
　　　入所児童数合計（15.4.1)109人

○事業目的・内容
　保育に欠ける児童を私立保育所で保育するこ
とにより、児童の福祉の向上を図る。
○私立保育所　1カ所
　　　90人定員　1カ所（桜島）
　　　定員合計　90人
　　　入所児童数合計（15.4.1)58人

(26) -   4



（様式２）その２

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

               現          況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

○事業目的・内容
　保育に欠ける児童を私立保育所で保育するこ
とにより、児童の福祉の向上を図る。
○私立保育所　2カ所
　　　60人定員　2カ所
　　　（松元中央・仁田尾）
　　　定員合計　120人
　　　入所児童数合計（15.4.1)120人

○事業目的・内容
　保育に欠ける児童を私立保育所で保育するこ
とにより、児童の福祉の向上を図る。
○私立保育所　1カ所
　　　90人定員　1カ所（郡山）
　　　定員合計　90人
　　　入所児童数合計（15.4.1)99人

降灰除去費加算については、鹿児島市及び桜
島町のみ。

（15年度から鹿児島市は独自の運営費制度と
して10人毎の保育単価を設定。）

合併する年度の翌年度に鹿児島市の制度に統
合する。
合併する年度は現行どおりとする。
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

                 現          況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　目

○運営費の加算について
①児童用採暖費加算
　10～3月まで児童用採暖費として加算
②降灰除去費加算
　活動火山対策特別措置法の規定に基づく降灰
防除地域に所在する保育所に降灰除去に要する
経費として加算
③入所児童処遇特別加算費の加算
　保育所業務の中で比較的高齢者等に適した業
務についてこれらの者を非常勤職員として雇用
した場合に加算
④施設機能強化推進費の加算
　総合防災対策強化事業を対象に加算
⑤保育所事務職員雇上費の加算
　事務職員雇上費の加算
⑥主任保育士の専任加算
　定員46人以上の保育所で、かつ、特別保育事
業等を複数実施する保育所に加算
③～⑥については希望保育所に加算

○運営費の加算について
　鹿児島市に同じ
　②降灰除去費加算については適用なし

○運営費の加算について
　鹿児島市に同じ

○定員の弾力化（入所円滑化）
　定員の115%まで

○定員の弾力化（入所円滑化）
　4月1日　定員の115%まで
　4月2日～定員の125%まで
　年度後半（10月）～　無制限
　　　　（最低基準の範囲内）
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（様式２）その２

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

               現          況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

○運営費の加算について
　鹿児島市に同じ
　②降灰除去費加算については適用なし

○運営費の加算について
　鹿児島市に同じ
　②降灰除去費加算については適用なし

○定員の弾力化（入所円滑化）
　4月1日　定員の115%まで
　4月2日～定員の125%まで
　年度後半（10月）～　無制限
　　　　（最低基準の範囲内）

○定員の弾力化（入所円滑化）
　4～9月　定員の115%まで
　10～3月　定員の125%まで
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

                 現          況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　目

3 公立保育所運営事業 ○事業目的・内容
　保育に欠ける児童を市立保育所で保育するこ
とにより、児童の福祉の向上を図る。
○市立保育所  　 8カ所
　　　30人定員　 1カ所
　　　60人定員　 2カ所
　　　90人定員 　1カ所
　　　120人定員　2カ所
　　　140人定員　1カ所
　　　150人定員　1カ所
　　　定員合計　 770人
　　　入所児童数合計（15.4.1)　691人

○事業目的・内容
　保育に欠ける児童を町立保育所で保育するこ
とにより、児童の福祉の向上を図る。
○町立保育所　2カ所
　　30人定員　1カ所（本名）
　　45人定員　１カ所（宮之浦）
　　定員合計　75人
　　入所児童数合計（15.4.1)　66人

該当なし。

○延長保育料（１時間延長）
　　　月額2,500円　日額150円
　　　生活保護世帯・前年分所得税
　　　及び前年度分市民税非課税
　　　世帯は0円

○延長保育未実施
(2カ所を統合して90人定員保育所を建設し特別
保育事業を充実する計画有り。）
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（様式２）その２

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

               現          況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

該当なし。 ○事業目的
　保育に欠ける児童を町立保育所で保育するこ
とにより、児童の福祉の向上を図る。
○町立保育所　1カ所
　　45人定員　1カ所（花尾）
　　定員合計　45人
　　入所児童数合計（15.4.1)　34人

鹿児島市、吉田町及び郡山町のみ。 吉田町及び郡山町の町立保育所については、
合併時に鹿児島市の市立保育所として引き継
ぐことを基本とし、管理運営については、現
行の住民サービスの水準を低下させないこと
を基本に合併時までに調整するものとする。

○延長保育料（１時間延長）
　　　１００円/日額
　　　生活保護世帯・前年分所得税
　　　及び前年度分市民税非課税
　　　の母子世帯等は0円
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

                 現          況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　目

4 児童センター運営事業 　城南児童センターと三和児童センターの管理
を、鹿児島市社会福祉協議会に委託する。

（使用料）
　児童又は児童を同伴する者、こども会及びこ
れに類する団体並びに母親クラブ等児童の健全
育成を目的として組織された団体などが、児童
の健全な育成を図るために児童センターを使用
するときは、使用料は無料とする。

　それ以外は、下記の使用料を前納しなければ
ならない。
　①集会室及び遊戯室　１回400円
　　ただし、１回の使用時間は4時間
　　以内
　②電灯及び電力を使用する場合は、
　　１時間につき40円を加算する。

（開館時間）
　午前８時３０分から午後５時まで

（14年度利用実績）
　城南児童センター　5,037人
　三和児童センター　4,852人

該当なし。 該当なし。
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（様式２）その２

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

               現          況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

該当なし。 　郡山児童館わくわくパンダの運営を、社会福
祉法人笹桐福祉会に委託する。

（使用料）
　児童又は児童を同伴する者、こども会及びこ
れに類する団体並びに母親クラブ等児童の健全
育成を目的として組織された団体などが、児童
の健全な育成を図るために児童センターを使用
するときは、使用料は無料とする。
　それ以外は、下記の使用料を納入しなければ
ならない。

鹿児島市及び郡山町のみ。
委託先、開館時間、使用料が異なる。

郡山町の児童館については、合併時に鹿児島
市の児童センターとして引き継ぐものとし、
管理運営については、鹿児島市の制度に統合
することを基本に合併する年度の翌年度まで
に調整するものとする。

（開館時間）
　午前９時から午後６時まで
（14年度利用実績）
　8,681人

１　施設 (単位：円）
9時から
13時まで

13時から
17時まで

9時から
17時まで

集会・ボラン
ティア室 520 520 1,050

遊戯室 520 520 1,050

図書室 320 320 640

放課後児童ク
ラブ室 320 320 640

調理室 840 840 1,680

２　冷暖房装置

図書室 １時間につき320円

料金
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

                 現          況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　目

5 保育料
３歳未満 ３歳以上

生活保護世帯 0円 0円
市町村民税
非課税世帯

5,200円
(    0)

3,500円
(    0)

均等割
課税世帯

 11,300円
(10,300)

 8,700円
(7,700)

所得割
課税世帯

 14,500円
(13,500)

 12,200円
(11,200)

所得税区分

168,000円
以上
344,000円
未満

46,500円 29,900円

鹿児島市

24,000円
未満 19,200円 16,900円

24,000円以
上 72,000
円未満

27,100円 24,600円

72,000円
以上
120,000円
未満

35,500円 28,900円

120,000円
以上
168,000円
未満

40,800円 29,400円

344,000円
以上 51,000円 30,300円

３歳未満 ３歳以上
生活保護世帯 0円 0円
市町村民税
非課税世帯

8,000円
(    0)

5,000円
(    0)

所得税区分

吉田町

市町村民税
課税世帯

 14,000円
(13,000)

 17,000円
(16,000)

64,000円
未満

64,000円
以上
160,000円
未満

23,000円

３歳児
20,000円
4歳以上
19,000円

31,000円

３歳児
29,000円
4歳以上
27,000円

160,000円
以上
408,000円
未満

40,000円

３歳児
36,000円
4歳以上
33,000円

３歳児
38,000円
4歳以上
34,000円

408,000円
以上 50,000円

３歳未満 ３歳以上
生活保護世帯 0円 0円
市町村民税
非課税世帯

9,000円
(    0)

6,000円
(    0)

所得税区分

408,000円
以上

80,000円
 [30%]
　↓
56,000円

77,000円
 [30%]
　↓
53,900円

桜島町

16,500円
(15,500)
 [25%]
   ↓
12,370円
(11,620)

19,500円
(18,500)
[25%]
  ↓
14,620円
(13,870)

市町村民税
課税世帯

64,000円
未満

30,000円
　[25%]
　↓
22,500円

27,000円
  [25%]
   ↓
20,250円

64,000円
以上
160,000円
未満

44,500円
　[30%]
　↓
31,150円

41,500円
　[30%]
　↓
29,050円

61,000円
　[30%]
　　↓
42,700円

160,000円
以上
408,000円
未満

58,000円
　[30%]
　　↓
40,600円
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（様式２）その２

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

               現          況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

合併する年度の翌年度に鹿児島市の制度に統
合する。
合併する年度は現行どおりとする。

各市町間で階層の数、所得税区分の額、保育
料が異なる。３歳未満 ３歳以上

生活保護世帯 0円 0円
市町村民税
非課税世帯

9,000円
(    0)

6,000円
(    0)

所得税区分

408,000円
以上 60,000円 37,320円

松元町

16,500円
(15,500)

19,500円
(18,500)

市町村民税
課税世帯

64,000円
未満 28,500円 25,650円

64,000円
以上
160,000円
未満

37,820円 35,270円

160,000円
以上
408,000円
未満

45,750円 37,320円

３歳未満 ３歳以上
生活保護世帯 0円 0円
市町村民税
非課税世帯

9,000円
(    0)

6,000円
(    0)

所得税区分

408,000円
以上 60,000円

３歳児
38,600円
4歳以上
35,800円

郡山町

16,500円
(15,500)

19,500円
(18,500)

市町村民税
課税世帯

64,000円
未満 27,000円

64,000円
以上
160,000円
未満

24,300円

36,900円 34,400円

160,000円
以上
408,000円
未満

45,700円

３歳児
38,600円
4歳以上
35,800円
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

                 現          況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　目

6 1.実施方法
　公設民営　39箇所
　小学校数61校
　児童数32,905人
　（うち1～3年生16,050人）

1.実施方法
　公設民営　2箇所　　民設民営　1箇所
　小学校数5校
　児童数878人
　（うち1～3年生418人）

1.実施方法
　公設民営　1箇所
　小学校数2校
　児童数249人
　（うち1～3年生136人）

2.運営方法
　児童クラブ運営委員会に委託

2.運営方法
　運営委員会（1箇所）
　社会福祉法人（2箇所）に委託

2.運営方法
　児童クラブ運営委員会に委託

3.指導員配置基準
　児童数10～19人　1人以上
  児童数20～30人　2人
　児童数31～40人　2人＋1人（４・５月）
　児童数41～50人　3人
　児童数51人～    3人＋1人（４・５月）

3.指導員配置基準
　1人以上
　3箇所とも2人配置

3.指導員配置基準
　児童数10～19人　2人

4.実施時間 4.実施時間 4.実施時間

5.保護者負担金
　月額3,500円（市の歳入）
　生活保護世帯、母子家庭・父子家庭の市町村
民税非課税世帯など減免制度あり。
　おやつ代等は、各クラブ運営委員会で月額
2,000円徴収

5.保護者負担金
　月額5,000～6,000円
　おやつ代を含む。

5.保護者負担金
　月額4,000円（町の歳入）
　兄弟利用は減免制度あり。
　おやつ代等は、各クラブ運営委員会で月額
1,000円徴収

6.委託料
　1クラブあたり年額
  （児童数10～19人）3,312,228円
  （児童数20～30人）3,589,901円
　（児童数31～40人）3,856,499円
　（児童数41～50人）5,079,902円
　（児童数50人～）  5,346,501円

6.委託料
　1クラブあたり年額
　（児童数10～19人）1,200,000円
  （児童数20人～）1,751,000円

6.委託料
　1クラブあたり年額
　（児童数10～19人）2,396,000円

放課後児童健全育成事業

平日 14時～18時
土曜日 9時～18時
夏休み等 9時～18時

平日 13時～17時 （１箇所）
13時～17時30分 （１箇所）

13時～18時 （１箇所）
土曜日 8時～19時30分 （１箇所）

9時～17時 （１箇所）
9時～18時 （１箇所）

夏休み等 8時～19時30分 （１箇所）
9時～17時 （１箇所）
9時～18時 （１箇所）

平日 13時～18時
土曜日 9時～18時
夏休み等 9時～18時
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（様式２）その２

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

               現          況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

1.実施方法
　公設民営　2箇所
　小学校数4校
　児童数948人
　（うち1～3年生439人）

1.実施方法
　民設民営　1箇所
　小学校数3校
　児童数523人
　（うち1～3年生251人）

実施方法が異なる。 合併する年度の翌年度に鹿児島市の制度に統
合するものとし、運営方法については合併時
までに調整を行うものとする。
合併する年度は現行どおりとする。

2.運営方法
　児童クラブ運営委員会に委託

2.運営方法
　社会福祉法人に委託

委託先が異なる。

3.指導員配置基準
　2人（1箇所）
　3人（1箇所）

3.指導員配置基準
　（登録児童35人以上）2人

配置基準が異なる。

4.実施時間 4.実施時間 実施時間が異なる。

5.保護者負担金
　月額3,000円
　おやつ代を含む。

5.保護者負担金
　月額4,000～6,000円
　おやつ代を含む。

金額が異なる。
減免制度が異なる。
歳入としての取扱が異なる。

6.委託料
　1クラブあたり年額
　1,735,000円～2,699,000円
　国庫補助基準額を準用

6.委託料
　1クラブあたり年額
　2,699,000円(上限）
　国庫補助基準額を準用

委託料が異なる。

平日 13時～18時 （１箇所）
14時～18時 （１箇所）

土曜日 8時～17時 （１箇所）
9時～18時 （１箇所）

夏休み等 8時～18時 （１箇所）
9時～18時 （１箇所）

平日 13時～18時
土曜日 9時～18時
夏休み等 9時～18時
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

                 現          況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　目

7 放課後児童健全育成（市単）補助
事業

　放課後児童健全育成事業を実施する社会福祉
法人等に対して補助を行い、これらの法人等の
実施を促進することにより、これらの校区の放
課後児童の解消を図る。
1.運営主体
　社会福祉法人等　6箇所
2.補助金
　１施設あたり年額
　（児童数10～19人）  692,000円
　（児童数20～30人）1,377,000円
　（児童数31～40人）1,508,000円
　（児童数41～50人）2,062,000円
　（児童数51人～）  2,193,000円
3.補助対象経費
　放課後児童健全育成事業に要する経費のうち
指導員人件費、及び施設賠償責任保険料
4.補助率　1/2

該当なし。 該当なし。

(26) -   16



（様式２）その２

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

               現          況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

該当なし。 該当なし。 鹿児島市のみ。 合併する年度の翌年度に鹿児島市の制度を適
用し、統合する。
合併する年度は現行どおりとする。
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

                 現          況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　目

8 地域子育て支援センター事業 ○事業目的
　　地域全体で子育てを支援する基盤の形成を
図るため、子育て家庭の支援活動の企画、調
整、実施を担当する職員を配置し、子育て家庭
等に対する育児不安等についての相談指導、子
育てサークル等への支援、地域の保育需要に応
じた特別保育事業等の積極的な実施・普及促進
及びベビーシッターなどの地域の保育資源の情
報提供等、並びに家庭的保育を行う者への支援
などを実施することにより、地域の子育て家庭
に対する育児支援を行うことを目的とする。

○事業目的
　鹿児島市に同じ。

該当なし。

○事業内容
①育児不安等についての相談指導
②子育てサークル等の育成・支援
③特別保育事業等の積極的実施・普及促進の努
力
④ベビーシッターなど地域の保育資源の情報提
供等
⑤家庭的保育を行う者への支援

○事業内容
　鹿児島市に同じ

○実施施設
　　指定施設　2カ所（鴨池・松青）

（指定施設は指導者（地域子育て指導者）及び
担当者（補助的業務を行う子育て指導者）の２
名を配置し、事業内容の①～⑤のうち３事業を
実施する。鹿児島市は①②③を実施。）

○実施施設
　　小規模型指定施設　1カ所（むれが岡）

（小規模型指定施設は指導者１名を配置し、事
業内容の①～⑤のうち２事業を実施する。吉田
町は①②③を実施。）
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（様式２）その２

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

               現          況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

○事業目的
　鹿児島市に同じ

○事業目的
　鹿児島市に同じ

鹿児島市、吉田町、松元町及び郡山町のみ。

鹿児島市は委託事業、３町は補助事業で実
施。
事業費はいずれも国補助基準額どおり。

合併する年度の翌年度に鹿児島市の制度を適
用し、統合する。
合併する年度は現行どおりとする。

○実施施設
　　小規模型指定施設　1カ所（松元中央）

（小規模型指定施設は指導者１名を配置し、事
業内容の①～⑤のうち２事業を実施する。松元
町は①③を実施。）

○実施施設
　　小規模型指定施設　1カ所（郡山）

（小規模型指定施設は指導者１名を配置し、事
業内容の①～⑤のうち２事業を実施する。郡山
町は①②③を実施。）
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

                 現          況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　目

9 特別保育事業 ○延長保育促進事業
　11時間の開所時間の前後において、さらに概
ね、30分、1時間の延長保育を実施するもの。
　　1時間延長
　　実施保育所　52カ所

○延長保育促進事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　１時間延長
　　実施保育所　2カ所

○延長保育促進事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　自主事業での実施保育所　1カ所

○長時間延長保育促進基盤整備事業
　11時間の開所時間の前後において、さらに概
ね、2時間以上の延長保育を実施するもの。
　　２時間延長
　　実施保育所　7カ所
　　４時間延長
　　実施保育所　2カ所

○長時間延長保育促進基盤整備事業

　実施保育所なし。

○長時間延長保育促進基盤整備事業

　実施保育所なし。

○保育所地域活動事業
　多様化する保育需要に積極的に対応するとと
もに、地域に開かれた社会資源として保育所の
有する専門的機能を地域住民のために活用す
る。

　　実施保育所　58カ所　126事業

○保育所地域活動事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　実施保育所　2カ所　6事業

○保育所地域活動事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　実施保育所　1カ所　2事業

○一時保育促進事業
　専業主婦家庭等の育児疲れ解消,急病や断続的
勤務・短時間勤務等の勤務形態の多様化等に伴
う一時的な保育に対する需要に対応する。
　　実施保育所　17カ所

○一時保育促進事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　実施保育所　2カ所

○一時保育促進事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　自主事業での実施保育所　1カ所
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（様式２）その２

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

               現          況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

○延長保育促進事業
　　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　１時間延長
　　実施保育所　2カ所

○延長保育促進事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　１時間延長
　　実施保育所　1カ所

全ての市町で実施。

○長時間延長保育促進基盤整備事業

　実施保育所なし。

○長時間延長保育促進基盤整備事業

　実施保育所なし。

鹿児島市のみ。

○保育所地域活動事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　実施保育所　2カ所　6事業

○保育所地域活動事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　実施保育所　1カ所　2事業

全ての市町で実施。

○一時保育促進事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　実施保育所　1カ所

○一時保育促進事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　自主事業での実施保育所　1カ所

全ての市町で実施しているが、桜島町及び郡
山町は、自主事業で実施。

合併する年度の翌年度に鹿児島市の制度に統
合する。
合併する年度は現行どおりとする。
延長保育促進事業及び休日保育事業について
は、自主事業で実施している保育所において
国の補助基準を満たす場合は、合併する年度
の翌年度から補助事業とする。
一時保育促進事業については、自主事業で実
施している保育所において国の補助基準を満
たし、１年以上の実績があり、ある程度の利
用者が見込める場合は、合併する年度の翌年
度から補助事業とする。
乳児保育促進事業については、合併する年度
の翌年度に廃止する。合併する年度は現行ど
おりとする。
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

                 現          況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　目

○休日保育事業
　日曜・祝日等の保護者の勤務等により児童が
保育に欠けている場合の休日保育の需要に対応
する。
　　自主事業での実施保育所　18カ所

○休日保育事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　実施保育所　1カ所
　　＊委託料で支出

○休日保育事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　実施保育所なし。

○障害児保育環境改善事業
　障害児の保育に必要な環境整備を行うことに
より、障害児の処遇向上を図る。
　　実施保育所　2カ所

○障害児保育環境改善事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　実施保育所なし。

○障害児保育環境改善事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　実施保育所なし。

○乳児保育促進事業
　乳児保育のための保育士を配置し、年度途中
入所の需要等に対応する。
　
実施保育所なし。

鹿児島市では当初（平成12年度国補助制度創
設）より実施せず。

○乳児保育促進事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　実施保育所なし。

○乳児保育促進事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　実施保育所なし。

○障害児保育事業
　　障害児を受け入れている保育所に対し保育
士の加配を行うことにより、障害児の処遇向上
を図る。
　対象児童
　①特別児童扶養手当支給対象児
　②身障者手帳１級・２級・3級・4級
　　　（一部）の交付児童
　③療育手帳Ａ１・Ａ２・Ｂ１の交付
　　 児童
　④①・②・③と同程度の障害があ
　　　る児童
　年間延人数　624人（52人×12月）

○障害児保育事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　年間延人数　36人（3人×12月）

○障害児保育事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　年間延人数　48人（4人×12月）
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（様式２）その２

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

               現          況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

○休日保育事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　実施保育所なし。

○休日保育事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　実施保育所なし。

鹿児島市及び吉田町で実施しているが、鹿児
島市は自主事業で実施。

○障害児保育環境改善事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　実施保育所なし。

○障害児保育環境改善事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　実施保育所なし。

鹿児島市のみ。

○乳児保育促進事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　実施保育所なし。

○乳児保育促進事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　実施保育所　1カ所

郡山町のみ。

○障害児保育事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　年間延人数　48人（4人×12月）

○障害児保育事業
　事業内容は鹿児島市に同じ。

　　年間延人数　12人（1人×12月）

全ての市町で実施。
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

                 現          況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　目

10 乳幼児医療費助成事業

　

　 １．助成対象年齢  　 １．助成対象年齢 １．助成対象年齢  　

①医　科……………６歳未満

②歯　科……………６歳未満

2．助成額 2．助成額 2．助成額

　 ①市町村民税非課税世帯　 ①市町村民税非課税世帯　 ①市町村民税非課税世帯　

　 全額助成　　　　　 全額助成　　　　　 全額助成　　　　　

②　〃　課税世帯(0歳児)　 ②　〃　課税世帯(0歳児)　 ②　〃　課税世帯(0歳児)　

全額助成　　　　　 自己負担－３千円 全額助成　　　　　

　 ③　〃　（１歳以上) ③　〃　（１歳以上) ③　〃　（１歳以上)

　 自己負担－２千円 自己負担－３千円 自己負担－３千円

　 3．証明手数料助成額の上限 3．証明手数料助成額の上限 3．証明手数料助成額の上限

１０５円／１件 １００円／１件 ５０円／１件

4．給付方法及び申請書提出先 4．給付方法及び申請書提出先 4．給付方法及び申請書提出先

　 ①給付方法…………償還払い　 ①給付方法…………償還払い　 ①給付方法…………償還払い　

　 ②申請書提出先……医療機関の窓口 ②申請書提出先……町の窓口 ②申請書提出先……町の窓口
　　　　　　　　　及び市の窓口　                         

5．参考 5．参考 5．参考

　　管内の医療機関数……約1,100箇所　 　　管内の医療機関数……６箇所　 　　管内の医療機関数……３箇所　

鹿児島市に同じ 鹿児島市に同じ

制度内容
　市内に住所を有する６歳未満の　乳幼児の保
険診療による自己負担額から、高額療養費等を
控除した額に、医療機関が受給者からの申請書
に証明を付す際に徴収する証明手数料の内、１
０５円／１件までを加算した額を助成する。

制度内容
鹿児島市に同じ（ただし、証明手数料は100円／
１件までを加算した額を助成する。）

制度内容
鹿児島市に同じ（ただし、証明手数料は50円／
１件までを加算した額を助成する。）
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（様式２）その２

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

               現          況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

１．助成対象年齢  　 １．助成対象年齢  　

　

2．助成額 2．助成額 助成額が異なる。

①市町村民税非課税世帯　 ①市町村民税非課税世帯　 　

全額助成　　　　　 全額助成　　　　　

②　〃　課税世帯(0歳児)　 ②　〃　課税世帯(0歳児)　

自己負担－３千円 自己負担－３千円

③　〃　（１歳以上) ③　〃　（１歳以上)

自己負担－３千円 自己負担－３千円

3．証明手数料助成額の上限 3．証明手数料助成額の上限 助成上限額が異なる。

５０円／１件 ５０円／１件

4．給付方法及び申請書提出先 4．給付方法及び申請書提出先 申請書の提出先が異なる。

①給付方法…………償還払い　 ①給付方法…………償還払い　 (鹿児島市のみ医療機関でも申請可）

②申請書提出先……町の窓口 ②申請書提出先……町の窓口

                        

5．参考 5．参考

　　管内の医療機関数……８箇所　 　　管内の医療機関数……９箇所　 　　

制度内容
鹿児島市に同じ（ただし、証明手数料は50円／
１件までを加算した額を助成する。）

制度内容
鹿児島市に同じ（ただし、証明手数料は50円／
１件までを加算した額を助成する。）

鹿児島市に同じ鹿児島市に同じ

合併する年度の翌年度に鹿児島市の制度に統
合する。
合併する年度は現行どおりとする。
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

                 現          況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　目

11 母子家庭等医療費助成事業 １．助成対象者 　 １．助成対象者 　 １．助成対象者 　

　 ①市内に住所のある母子家庭の母   

②　　　　〃　　　父子家庭の父 鹿児島市に同じ。 鹿児島市に同じ。

③上記①②に現に扶養されている児童   

２．助成額 ２．助成額 ２．助成額

　保険診療による自己負担額から  鹿児島市に同じ（ただし、証明手数料  鹿児島市に同じ（ただし、証明手数料

高額療養費等を控除した額に医療 は100円/1件までを加算。) の加算なし。)

機関が受給者からの申請書に証明   

を付する際に徴収する証明手数料

の内、１０５／1件までを加算した額

を助成する。

３．証明手数料助成額の上限 ３．証明手数料助成額の上限 ３．証明手数料助成額の上限

　 １０５円／１件 １００円／１件 ０円／１件

４．給付方法及び申請書提出先 ４．給付方法及び申請書提出先 ４．給付方法及び申請書提出先

①給付方法…………償還払い　 ①給付方法…………償還払い　 ①給付方法…………償還払い　

②申請書提出先……医療機関窓口 ②申請書提出先……町の窓口 ②申請書提出先……町の窓口

　 　　　   　　及び市の窓口　

５．参考 ５．参考 ５．参考

　　　①管内の医療機関数　　　　　　 　　　①管内の医療機関数……６箇所　 　　　①管内の医療機関数……３箇所　

　 ……約1,100箇所
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（様式２）その２

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

               現          況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

１．助成対象者 　 １．助成対象者 　

  

鹿児島市に同じ。 鹿児島市に同じ。

  

２．助成額 ２．助成額

 鹿児島市に同じ（ただし、証明手数料  鹿児島市に同じ（ただし、証明手数料

の加算なし。) の加算なし。)

　   

　

３．証明手数料助成額の上限 ３．証明手数料助成額の上限 助成上限額が異なる。

０円／１件 ０円／１件

４．給付方法及び申請書提出先 ４．給付方法及び申請書提出先 申請書の提出先が異なる。

①給付方法…………償還払い　 ①給付方法…………償還払い　 （鹿児島市のみ医療機関でも申請可）

②申請書提出先……町の窓口 ②申請書提出先……町の窓口 　②申請書提出先　……鹿児島市のみ医療機関でも申請可

５．参考 ５．参考 　

①管内の医療機関数……約８箇所 　　　①管内の医療機関数……９箇所　
　

　

合併する年度の翌年度に鹿児島市の制度に統
合する。
合併する年度は現行どおりとする。
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（様式２）その１ 　　　　　　行　政　制　度　等　の　調　整　方　針（案）

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

                 現          況

鹿児島市 吉　田　町 桜　島　町
項　　　　目

12 保育園児通園バス補助 該当なし。 該当なし。 保育園児が通園に町営バスを利用
した場合料金を無料とし、町営バス
に助成する。
　　予算額　2,169千円

13 すこやか子育て支援金支給事業 該当なし。 該当なし。 （目的）
　子育て家庭の経済的負担の軽減を図るため健
やか子育て支援金を支給し、安心して子どもを
生み育てることができる環境を整えるとともに
多くの出生を奨励することを目的とする。
(受給の資格等）
　受給資格者は、住民基本台帳法第６条の規定
により、第３子以降の子の出生前１年以上町内
に居住しており、かつ桜島町の住民基本台帳に
記載されている者とする。
（支援金の支払い）
　支援金の支払いは、下記に定める額により支
給する。

第３子
　誕生時  １０万円
　１歳時　１０万円
　２歳時　１０万円
　小学校入学時　２０万円
第４子以降
　誕生時  １０万円
　１歳時　１０万円
　２歳時　２０万円
　小学校入学時　３０万円
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（様式２）その２

(26)　児童福祉事業 健康福祉専門部会

               現          況

松　元　町 　郡　山　町
課　　　　　　　題 調　整　方　針　（案）

該当なし。 該当なし。 桜島町のみ。 合併する年度の翌年度に廃止する。
合併する年度は現行どおりとする。

該当なし。 該当なし。 桜島町のみ。 合併時に廃止する。
ただし、合併の日の前日までに子を出産した
者については現行どおりとする。
(合併後も桜島町地域に居住していることが
条件となる）
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